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　わが国の団体交渉，とりわけ賃金交渉は，1955年以
降の春闘体制の成立によって現在の形態を固めたが，
この体制の意義については，それが競争関係にある寡
占企業における企業別交渉を結合したものであり，し
たがって日本経済における寡占企業のビヘイヴィアと
不即不離の関係にあることがすでに明らかにされてい
る。この研究が本年度意図したことは，この交渉の中
でわが国の労働組合がいかなる形の労働組合的ビヘイ
ヴィアを貫徹しており，またいかなる点でその基盤に
よって規定された限界を持つかを明らかにすることで
あった。
　ここで労働組合的ビヘイヴィアと呼んだものは，労
働条件の引ぎ上げの機能と，労働条件の個人別決定に
対する規制力とを意味するが，寡占間競争を軸とする
春闘の中で，個別企業の従業員組合としての日本の労
働組合のビヘイヴィアは，この労働組合的ビヘイヴィ
アのいくつかは具体化しながら，そのいくつかは企業
の労務管理に全く依存しているという状態にある。し
かも注意すべきことは，企業の労務管理への依存が，
労働組合の交渉力の低位という，いわば力関係によっ
て必然化するのではなく，わが国の労働組合の行動原
理が，一定の労働条件決定機構に対する企業側からの
統轄を予定していることである。
　化学産業のいくつかの組合が春闘の中で具体的にど
のような活動を行なったかを実態調査した結果，争議
に際してその戦術レヴェルの決定を行なう場合，従業
員組織としての労働組合機能と，全国組織の末端とし
ての労働組合機能との調和を見出すことが，極めて重
要な事項であることが明らかに認められ，その際いわ
ゆる「争議協定」の分析・比較検討が，この点での労
働組合活動の特徴を抱えるひとつの糸口となると考え
られた。争議協定は，成文化されている場合，あるい
はその都度協定される場合，さらには全く慣行的な場
合など，その取扱いにおいても未だ定着しているとは
云い難いが，主たる内容は保安すなわち生産設備の致
命的な損害を避ける諸処置を定めたものであり，次い
では争議の際の出入構など，いわばピケッティングの
具体的内容について規定している。化学産業のような
装置産業においては保安条項は勿論極めて重要な意味
を持っており，それが事前に協定されていること自体
は少しも奇とするには当らないけれども，それが企業
別の労使関係の協定として維持されており，他方で春
闘がこの企業別の団体交渉を全国的に結合していると
いう関係の中で，この協定の位置はかなりの問題をは
らむものとなっている。
　第一に，ストライキの範囲にあらかじめ一定の限界
を劃しておくことは，労使関係における労働組合の機
能に大きな制約を課することとなることは明白であ
る。それにもかかわらず，かならずしも使用者側の圧
倒的な優位を示すものとしてではなく，比較的に穏和
な協議結果としてそれが締結されていることに，企業
別交渉の範囲が労使関係一般で想定されている交渉の
拡がりに，あらかじめ枠をはめていることを物語って
いる。しかもそれが定着しているという事実は，わが
．国の団体交渉，とりわけ春闘が，スケジュールとして
労使関係に織り込まれているのみならず，企業の労務
管理，生産管理にまですでに織り込まれている事情を
裏書きしている。
　第二に，争議協定が保安条件を規定しているため
に，争議にはピケットが事実上伴なわないという事情
も特筆する必要がある。就業者確保の不安定性が企業
に代替要因としての「スト破り」を必要とさせ，それ
に対抗するためにピケットがあるという関係は，争議
協定の中にすでに解消されてしまっており，争議は事
実上休業に等しいという現象につながる。それによっ
て争議が労働条件改訂に持つ内在的なインパクトは著
るしく減退するはずであり，それにもかかわらず春闘
の中で事実労働条件の変更が起っているとすれば，春
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闘の機能の源泉が労働組合の統一された交渉力だけに
求められない・という推察を裏付けするものと言うべ
きである。
　最後にあげておかなければならないことは，争議協
定にょる団体交渉の事前的な制約は，それが企業内部
にとどまる規制条件であることから，一見して想定さ
れるようには，労使関係の安定を意味しない点であ
る。すなわち従業員組織としての労働組合という性格
を端的に表現しているこの協定は，従業員資格に重大
な変化の起る，たとえば解雇問題などの発生にともな
って，むしろ大きなトラブルの原因とすらなる。合理
化問題においてはしばしば顕在化するこの種の問題
は，この協定に拘束される労働組合組織が適確な反応
を見せることが困難になる問題であり，ここでの現象
は組織分裂に発展する傾向が強い。解雇問題が一般に
わが国の労働組合の弱点であることはすでに繰返えし
指摘されていることであるが，その具体的な発現系路
がこの種の制度の中にあると見てよいと思われる。
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